
大和市公告第３号 

公 売 公 告 兼 見 積 価 額 公 告 
  次のとおり差押財産の公売を行うので、国税徴収法（昭和３４年法律第１４７号）第９５条及び第９９条 

 の規定の例により公告する。 

   令和８年１月２０日 

大和市長 古谷田  力     

公 売 財 産 の 種 類 不動産 

公売財産、公売保証金 

及 び 見 積 価 額 
別紙のとおり。 

公 売 の 方 法 期日入札（別紙に記載する売却区分番号ごとに売却する。） 

公 売 日 時 
入     札 令和８年２月１７日 午後１時３０分から午後１時５０分まで 

開      札 令和８年２月１７日 午後１時５１分 

公 売 の 場 所 大和市役所 第１分庁舎第４会議室及び第５会議室 

売 却 決 定 日 時 令和８年３月 ３日 午前９時 売 却 決 定 場 所 
大和市役所 本庁舎２階 

総務部収納課 

代 金 納 付 期 限 

令和８年３月 ３日 午後３時  

（ただし、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第１９条の７第１項ただし書その

他法律の規定に基づき滞納処分の続行の停止があった場合を除く。） 

買受人についての資格 

そ の 他 の 要 件 
なし 

配当を受ける者の権利

の 申 し 出 に つ い て 

 公売財産上に質権、抵当権、先取特権、留置権その他公売財産の売却代金から配当

を受けることができる権利を有する者は、売却決定の前日までに債権現在額申立書に

より、その内容を申し出てください。 

 なお、債権現在額申立書の用紙は大和市総務部収納課に用意してあります。 

公 売 中 止 
 やむを得ず本公告による公売の全部又は一部を中止する場合は、本紙及び別紙の該

当部分を朱抹し、及び当該部分に「公売中止」と朱書きして掲示場に掲示します。 

 

そ の 他 の 事 項 

 

１ この公売公告に違反した者、国税徴収法第９２条に規定する者又は同法第１０８

条第１項の規定に該当する者は、公売財産を買い受けること及び入札に参加するこ

とはできません。 

２ 売却区分番号内に複数の財産（財産が１つで所有者を異にする場合を含む。）があ

るものについては、国税徴収法第８９条第３項の規定に基づき、一括換価の方法に

より、公売を行います。 

３ 入札者に国税徴収法第１０８条第１項及び第５項に該当する事実があった場合

は、最高価申込者等の決定を取り消します。 

４ 公売保証金の提供及び買受代金の納付は現金（電子交換所に加入している銀行等

の振出しに係る小切手を含む。）に限ります。 

５ 公売保証金受入及び陳述書受付については、大和市役所第１分庁舎第４会議室及び

第５会議室において令和８年２月１７日午後１時から午後１時３０分まで行います。



そ の 他 の 事 項 

６ 公売保証金の提供を要する公売財産についての入札は、その提供後でなければ入

札できません。 

７ 所定の入札書により、売却区分番号ごとに入札してください。入札価額を訂正し

たものは無効として扱います。なお、一度提出した入札書の引換え、変更又は取消

しはできません。 

８ 見積価額以上の入札者のうち、最高価額の者を最高価申込者とし、最高価申込者

に対して売却決定を行います。なお、売却決定金額は入札価額となります。 

９ 最高価申込者となるべき者が２者以上あるときは、開札場所において開札後、直

ちに追加入札を実施します。 

１０ 追加入札後も最高価額の入札者が複数あるときは、くじにより最高価申込者を

決定します。 

１１ 最高価申込者の入札価額に次ぐ高い価額（見積価額以上で、かつ、最高価入札

価額から公売保証金の額を控除した金額以上のもの）による入札者に対し、次順位

買受申込者制度の適用があります（国税徴収法第１０４条の２）。次順位買受申込者

の催告は、開札場所において、最高価申込者の決定後、直ちに行います。 

１２ 次順位買受申込者制度が適用された財産について、次順位買受申込者に売却決

定する場合には、売却決定の日時及び買受代金の納付期限が異なることがあります。

１３ 公売財産に係る徴収金の完納の事実が、買受代金の納付前に証明されたとき、

又は買受代金納付後であっても取り消すべき重大な事由があるときは、売却決定を

取り消します。 

１４ 公売財産の取得時期は、買受代金の納付があったときです。なお、許可及び承

認を必要とする財産は、それを得たときです。 

１５ 本市は、買受人に対して公売財産の引渡しを行いません。また本市は、公売財

産について種類又は品質に関する担保責任等を負いません。土地の境界については、

隣接土地所有者との協議を要します。 

１６ 公売財産の権利移転について登記（登録）を要するものは、登録免許税の額

に相当する印紙又は国庫金領収証書（登録免許税法（昭和４２年法律第３５号）

第２３条）を、別途交付する「所有権移転登記請求書」とともに上記売却決定の日

時に提出してください。 

１７ 適格請求書発行事業者として登録されている所有者の公売財産を買い受けた場

合、インボイスの交付が可能です。インボイスの交付を希望する場合は、大和市役

所総務部収納課にご連絡ください。なお、当該財産の所有者が適格請求書発行事業

者であることを確認した日以降に適格請求書発行事業者の登録の取消し等を行った

場合は交付できません。 

１８ 本件公売は国税徴収法及び国税徴収法施行規則（昭和３７年大蔵省令第３１号）

により、暴力団員等に該当しないこと等の陳述をしなければ入札できません。詳細

は、大和市役所ホームページ又は大和市役所総務部収納課にて確認してください。

１９ 上記売却決定の日時までに、買受人が暴力団員等に該当しないことの調査の結

果が明らかにならない場合は、売却決定の日時及び売却代金の納付の期限が変更さ

れる場合があります。 

２０ 公売公告の内容及び公売財産に関わる図面、地図、写真等は、大和市役所総務

部収納課に備付けの「不動産公売広報」に記載されています。ただし、公売財産に

よって閲覧できるものは異なります。 



そ の 他 の 事 項 
２１ 入札者がないとき、又は入札価額が見積価額に達しないときは、直ちに再度入

札を実施することがあります。 

 


